
郵政民営化法等の施行に伴う関係人事委員会規則の整備に関する規則をここに公布する。

平成19年９月28日

鳥取県人事委員会委員長 髙 橋 敬 一

鳥取県人事委員会規則第30号

郵政民営化法等の施行に伴う関係人事委員会規則の整備に関する規則

（職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部改正）

第１条 職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和32年鳥取県人事委員会規則第10号）の一部を次

のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（人事交流等により異動した場合の号給） （人事交流等により異動した場合の号給）

第７条 新たに職員となった者のうち、人事交流等に 第７条 新たに職員となった者のうち、次の各号に掲

より次に掲げる者から引き続いて職員（第３号に掲 げる者から引き続いて職員（第３号に掲げる者にあ

げる者にあっては、教育職給料表(１)又は教育職給 っては、教育職給料表(１)又は教育職給料表(２)の

料表(２)の適用を受ける職員に限る。）となった者 適用を受ける職員に限る。）となった者の第３条か

の第３条から前条までの規定に基づいて定められた ら前条までの規定に基づいて定められた初任給の額

初任給の額が、部局内の他の職員と著しい不均衡を が、部局内の他の職員と著しい不均衡を生ずる場合

生ずる場合においては、あらかじめ人事委員会の承 においては、あらかじめ人事委員会の承認を得て、

認を得て、別にその者の号給を決定することができ 別にその者の号給を決定することができる。

る。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(３) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第83条第 (３) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第83条第

１項に規定する各種学校（経験年数換算表の１の １項に規定する各種学校（別表第２の１の表にお

表において「各種学校」という。）又は私立学校 いて「各種学校」という。）又は私立学校法（昭

法（昭和24年法律第270号）第２条第３項に規定 和24年法律第270号）第２条第３項に規定する私

する私立学校（経験年数換算表の１の表において 立学校（別表第２の１の表において「私立学校」

「私立学校法による学校」という。）の教員 という。）の教員

(４) 公庫の予算及び決算に関する法律（昭和26年 (４) 公庫の予算及び決算に関する法律（昭和26年

法律第99号）第１条に規定する公庫（以下「公 法律第99号）第１条に規定する公庫（以下「公

庫」という。）、国家公務員退職手当法施行令 庫」という。）、国家公務員退職手当法施行令

（昭和28年政令第215号）第９条の２各号に掲げ （昭和28年政令第215号）第９条の２各号に掲げ

る法人、同令第９条の４各号に掲げる法人（公 る法人、同令第９条の４各号に掲げる法人（公

庫、同令第９条の２各号に掲げる法人及び郵政民 庫、同令第９条の２各号に掲げる法人及び日本郵

営化法（平成17年法律第97号）第166条第１項の 政公社を除く。）、地方独立行政法人法（平成15

規定により解散した旧日本郵政公社を除く。）、 年法律第118号）第55条に規定する一般地方独立

地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第 行政法人、職員の退職手当に関する条例（昭和37

55条に規定する一般地方独立行政法人、職員の退 年鳥取県条例第51号）第９条第５項第２号に規定

職手当に関する条例（昭和37年鳥取県条例第51 する地方公社その他人事委員会がこれらに準ずる

号）第９条第５項第２号に規定する地方公社その 法人であると認めるものに勤務する者



他人事委員会がこれらに準ずる法人であると認め

るものに勤務する者

(５) 略 (５) 略

（通勤手当の支給に関する規則の一部改正）

第２条 通勤手当の支給に関する規則（昭和33年鳥取県人事委員会規則第21号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削

る。

改 正 後 改 正 前

（給与条例第10条第５項の人事委員会規則で定める法 （給与条例第10条第５項の人事委員会規則で定める法

人） 人）

第９条の８ 給与条例第10条第５項の人事委員会規則 第９条の８ 給与条例第10条第５項の人事委員会規則

で定める法人は、次に掲げる法人とする。 で定める法人は、次に掲げる法人とする。

(１) 略 (１) 略

(２) 国家公務員退職手当法施行令第９条の４各号 (２) 国家公務員退職手当法施行令第９条の４各号

に掲げる法人（公庫の予算及び決算に関する法律 に掲げる法人（公庫の予算及び決算に関する法律

（昭和26年法律第99号）第１条に規定する公庫、 （昭和26年法律第99号）第１条に規定する公庫

前号に掲げる法人及び郵政民営化法（平成17年法 （以下「公庫」という。）、前号に掲げる法人及

律第97号）第166条第１項の規定により解散した び日本郵政公社を除く。）

旧日本郵政公社を除く。）

(３)～(５) 略 (３)～(５) 略

（期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則の一部改正）

第３条 期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則（昭和41年鳥取県人事委員会規則第４号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下この条において「移動条」という。）に対応する

同表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下この条において「移動後条」という。）が存在する場

合には、当該移動条を当該移動後条とし、移動後条に対応する移動条が存在しない場合には、当該移動後条

（以下この条において「追加条」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条の表示を除く。以下この条において「改正部分」という。）

に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条の表示及び追加条を除く。以下この条において「改正

後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後

部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当

該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前



（趣旨）

第１条 この規則は、職員の給与に関する条例（昭和

26年鳥取県条例第３号。以下「条例」という。）第

16条の４、第16条の７及び第18条の規定に基づき、

期末手当及び勤勉手当に関し必要な事項を定めるも

のとする。

（定義） （定義）

第１条の２ この規則において、次の各号に掲げる用 第１条 この規則において、次の各号に掲げる用語の

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ 意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

る。

(１) 一般職員 条例の適用を受ける職員のうち条 (１) 一般職員 職員の給与に関する条例（昭和26

例第17条の規定の適用を受ける職員以外の職員を 年２月鳥取県条例第３号。以下「条例」とい

いう。 う。）の適用を受ける職員のうち条例第17条の規

定の適用を受ける職員以外の職員をいう。

(２)及び(３) 略 (２)及び(３) 略

(４) 常勤の特別職の職員 鳥取県知事等の給与及 (４) 常勤の特別職の職員 特別職の職員の給与に

び旅費等に関する条例（平成19年鳥取県条例第38 関する条例（昭和27年鳥取県条例第57号）第３条

号）第２条第１項に規定する者及び病院事業の管 第１項に規定する知事等及び同条例第３条の２に

理者をいう。 規定する病院事業の管理者をいう。

(５) 一般地方独立行政法人等職員 地方独立行政 (５) 一般地方独立行政法人等職員 地方独立行政

法人法（平成15年法律第118号）第55条に規定す 法人法（平成15年法律第118号）第55条に規定す

る一般地方独立行政法人、職員の退職手当に関す る一般地方独立行政法人、職員の退職手当に関す

る条例（昭和37年鳥取県条例第51号）第９条第５ る条例（昭和37年鳥取県条例第51号）第９条第５

項第２号に規定する地方公社、公益法人等への職 項第２号に規定する地方公社、公益法人等への職

員の派遣等に関する条例（平成14年鳥取県条例第 員の派遣等に関する条例（平成14年鳥取県条例第

３号。以下「公益法人等派遣条例」という。）第 ３号。以下「公益法人等派遣条例」という。）第

10条に規定する特定法人（以下「特定法人」とい 10条に規定する特定法人（以下「特定法人」とい

う。）、公庫の予算及び決算に関する法律（昭和 う。）、国家公務員退職手当法（昭和28年法律第

26年法律第99号）第１条に規定する公庫（以下 182号）第７条の２第１項に規定する公庫等及び

「公庫」という。）、国家公務員退職手当法施行 同法第７条の３第１項に規定する独立行政法人等

令（昭和28年政令第215号）第９条の２各号に掲 （日本郵政公社及び同法第７条の２第１項に規定

げる法人、同令第９条の４各号に掲げる法人（公 する公庫等を除く。）に勤務する者をいう。

庫、同令第９条の２各号に掲げる法人及び郵政民

営化法（平成17年法律第97号）第166条第１項の

規定により解散した旧日本郵政公社を除く。）そ

の他人事委員会がこれらに準ずる法人であると認

めるものに勤務する者をいう。

（期末手当の支給を受ける職員） （期末手当の支給を受ける職員）

第１条の３ 条例第16条の４第１項前段の規定により 第１条の２ 条例第16条の４第１項前段の規定により

期末手当の支給を受ける職員は、同項に規定するそ 期末手当の支給を受ける職員は、同項に規定するそ

れぞれの基準日（以下「期末手当基準日」とい れぞれの基準日（以下「期末手当基準日」とい

う。）に在職する一般職員（条例第16条の５各号の う。）に在職する一般職員（条例第16条の５各号の

いずれかに該当する者を除く。）のうち、次に掲げ いずれかに該当する者を除く。）のうち、次に掲げ



る職員以外の職員とする。 る職員以外の職員とする。

(１)～(７) 略 (１)～(７) 略

(８) 海外随伴休暇職員（職員の勤務時間、休暇等 (８) 海外随伴休暇職員（職員の勤務時間、休暇等

に関する条例（平成６年鳥取県条例第35号。以下 に関する条例（平成６年12月鳥取県条例第35号。

「勤務時間条例」という。）第17条第１項第２号 以下「勤務時間条例」という。）第17条第１項第

又は県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する ２号又は県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関

条例（平成６年鳥取県条例第36号。以下「県費負 する条例（平成６年12月鳥取県条例第36号。以下

担教職員勤務時間条例」という。）第15条第１項 「県費負担教職員勤務時間条例」という。）第15

第２号に規定する海外随伴休暇を承認されている 条第１項第２号に規定する海外随伴休暇を承認さ

職員をいう。） れている職員をいう。）

(９) 略 (９) 略

（期末手当に係る在職期間） （期末手当に係る在職期間）

第３条 略 第３条 略

２ 前項の期間の算定については、次に掲げる期間 ２ 前項の期間の算定については、次に掲げる期間

（外国派遣職員及び公益法人等派遣職員の派遣期間 （外国派遣職員及び公益法人等派遣職員の派遣期間

中のこれに相当する期間を含む。）を除算する。 中のこれに相当する期間を含む。）を除算する。

(１) 第１条の３第３号、第４号及び第８号に掲げ (１) 第１条の２第３号、第４号及び第８号に掲げ

る職員として在職した期間については、その全期 る職員として在職した期間については、その全期

間 間

(２)及び(３) 略 (２)及び(３) 略

（勤勉手当の支給を受ける職員） （勤勉手当の支給を受ける職員）

第３条の９ 条例第16条の７第１項前段の規定により 第３条の９ 条例第16条の７第１項前段の規定により

勤勉手当の支給を受ける職員は、同項に規定するそ 勤勉手当の支給を受ける職員は、同項に規定するそ

れぞれの基準日（以下「勤勉手当基準日」とい れぞれの基準日（以下「勤勉手当基準日」とい

う。）に在職する一般職員（条例第16条の７第５項 う。）に在職する一般職員（条例第16条の７第５項

において準用する条例第16条の５各号のいずれかに において準用する条例第16条の５各号のいずれかに

該当する者を除く。）のうち、次に掲げる職員以外 該当する者を除く。）のうち、次に掲げる職員以外

の職員とする。 の職員とする。

(１) 第１条の３第１号から第４号まで又は第８号 (１) 第１条の２第１号から第４号まで又は第８号

のいずれかに該当する者 のいずれかに該当する者

(２)～(６) 略 (２)～(６) 略

（勤勉手当に係る勤務期間） （勤勉手当に係る勤務期間）

第８条 略 第８条 略

２ 前項の期間の算定については、次に掲げる期間 ２ 前項の期間の算定については、次に掲げる期間

（外国派遣職員及び公益法人等派遣職員の派遣期間 （外国派遣職員及び公益法人等派遣職員の派遣期間

中のこれに相当する期間を含む。）を除算する。 中のこれに相当する期間を含む。）を除算する。

(１) 第１条の３第３号、第４号又は第８号に掲げ (１) 第１条の２第３号、第４号又は第８号に掲げ

る職員として在職した期間 る職員として在職した期間

(２)～(８) 略 (２)～(８) 略

（住居手当に関する規則の一部改正）

第４条 住居手当に関する規則（昭和49年鳥取県人事委員会規則第33号）の一部を次のように改正する。



次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削

り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（趣旨） （目的）

第１条 この規則は、職員の給与に関する条例（昭和 第１条 この規則は、職員の給与に関する条例（昭和

26年鳥取県条例第３号。以下「条例」という。）第 26年２月鳥取県条例第３号。以下「条例」とい

９条の５の規定に基づき、住居手当に関し必要な事 う。）第９条の５の規定に基づき、住居手当に関し

項を定めるものとする。 必要な事項を定めることを目的とする。

（適用除外職員） （適用除外職員）

第２条 条例第９条の５第１項第１号の人事委員会規 第２条 条例第９条の５第１項第１号の人事委員会規

則で定める職員は、次に掲げる職員とする。 則で定める職員は、次に掲げる職員とする。

(１) 略 (１) 略

(２) 国、他の地方公共団体、地方独立行政法人法 (２) 国、他の地方公共団体、地方独立行政法人法

（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定す （平成15年法律第118号）第２条第２項に規定す

る地方独立行政法人、公庫の予算及び決算に関す る特定地方独立行政法人、公庫の予算及び決算に

る法律（昭和26年法律第99号）第１条に規定する 関する法律（昭和26年法律第99号）第１条に規定

公庫（以下「公庫」という。）、国家公務員退職 する公庫（以下「公庫」という。）、国家公務員

手当法施行令（昭和28年政令第215号）第９条の 退職手当法施行令（昭和28年政令第215号）第９

２各号に掲げる法人、同令第９条の４各号に掲げ 条の２各号に掲げる法人、同令第９条の４各号に

る法人（公庫及び同令第９条の２各号に掲げる法 掲げる法人（公庫、同令第９条の２各号に掲げる

人を除く。）、公益法人等への職員の派遣等に関 法人及び日本郵政公社を除く。）、公益法人等へ

する条例（平成14年鳥取県条例第３号。以下「公 の職員の派遣等に関する条例（平成14年鳥取県条

益法人等派遣条例」という。）第２条第１項各号 例第３号。以下「公益法人等派遣条例」とい

に掲げる法人、公益法人等派遣条例第10条に規定 う。）第２条第１項各号に掲げる法人又はその他

する特定法人又はその他特別の法律により設置さ 特別の法律により設置された法人で人事委員会が

れた法人で人事委員会が定めるものから貸与され 定めるものから貸与された職員宿舎に居住してい

た職員宿舎に居住している職員 る職員

(３) 略 (３) 略

（権衡職員の範囲） （権衡職員の範囲）

第４条の３ 条例第９条の５第１項第３号の人事委員 第４条の３ 条例第９条の５第１項第３号の人事委員

会規則で定める職員は、単身赴任手当の支給に関す 会規則で定める職員は、単身赴任手当の支給に関す

る規則（平成２年鳥取県人事委員会規則第１号）第 る規則（平成２年鳥取県人事委員会規則第１号）第

５条第２項に該当する職員で、同項第２号に規定す ５条第２項に該当する職員で、同項第２号に規定す

る満18歳に達する日以後最初の３月31日までの間に る満18歳に達する日以後最初の３月31日までの間に

ある子が居住するための住宅として、同号に規定す ある子が居住するための住宅として、同号に規定す

る異動又は公署の移転（条例第10条第５項に規定す る異動又は公署の移転（国家公務員（国家公務員退

る国家公務員等から人事交流等により引き続き条例 職手当法（昭和28年法律第182号）第２条に規定す

の適用を受ける職員となった者にあっては当該適 る者をいう。）、職員以外の地方公務員又は公庫、

用、公益法人等派遣条例第２条第３項第１号に規定 国家公務員退職手当法施行令第９条の２各号に掲げ



する職員派遣後職務に復帰した職員にあっては当該 る法人、同令第９条の４各号に掲げる法人（公庫、

復帰）の直前の住居であった住宅（県が設置する公 同令第９条の２各号に掲げる法人及び日本郵政公社

舎並びに前条に規定する住宅及び職員宿舎を除 を除く。）、地方独立行政法人法第55条に規定する

く。）又はこれに準ずるものとして人事委員会の定 一般地方独立行政法人、職員の退職手当に関する条

める住宅を借り受け、月額１万2,000円を超える家 例（昭和37年鳥取県条例第51号）第９条第５項第２

賃を支払っているものとする。 号に規定する地方公社、公益法人等派遣条例第10条

に規定する特定法人その他人事委員会がこれらに準

ずる法人であると認めるものに使用される者であっ

た者から引き続き条例の適用を受ける職員となった

者にあっては当該適用、公益法人等派遣条例第２条

第３項第１号に規定する職員派遣後職務に復帰した

職員にあっては当該復帰）の直前の住居であった住

宅（県が設置する公舎並びに前条に規定する住宅及

び職員宿舎を除く。）又はこれに準ずるものとして

人事委員会の定める住宅を借り受け、月額１万2,000

円を超える家賃を支払っているものとする。

（単身赴任手当の支給に関する規則の一部改正）

第５条 単身赴任手当の支給に関する規則（平成２年鳥取県人事委員会規則第１号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（権衡職員の範囲等） （権衡職員の範囲等）

第５条 略 第５条 略

２ 給与条例第10条の２第３項の同条第１項の規定に ２ 給与条例第10条の２第３項の同条第１項の規定に

よる単身赴任手当を支給される職員との権衡上必要 よる単身赴任手当を支給される職員との権衡上必要

があると認められるものとして人事委員会規則で定 があると認められるものとして人事委員会規則で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 める職員は、次に掲げる職員とする。

(１)～(６) 略 (１)～(６) 略

(７) 第２号から前号までの規定中「公署を異にす (７) 第２号から前号までの規定中「公署を異にす

る異動又は在勤する公署の移転に伴い」とあるの る異動又は在勤する公署の移転に伴い」とあるの

を「給与条例第10条第５項に規定する国家公務員 を「国家公務員（国家公務員退職手当法（昭和28

等から引き続き給与条例の適用を受ける職員とな 年法律第182号)第２条に規定する者をいう。）、

り、これに伴い」と、「異動又は公署の移転」と 職員以外の地方公務員又は公庫の予算及び決算に

あるのを「適用」と読み替えた場合に、当該各号 関する法律（昭和26年法律第99号）第１条に規定

に掲げる職員たる要件に該当することとなる職員 する公庫（以下「公庫」という。）、国家公務員

（人事交流等により給与条例の適用を受ける職員 退職手当法施行令（昭和28年政令第215号）第９

となった者に限る。） 条の２各号に掲げる法人、同令第９条の４各号に

掲げる法人（公庫、同令第９条の２各号に掲げる

法人及び日本郵政公社を除く。）、地方独立行政

法人法（平成15年法律第118号）第55条に規定す

る一般地方独立行政法人、職員の退職手当に関す



る条例（昭和37年鳥取県条例第51号）第９条第５

項第２号に規定する地方公社その他人事委員会が

これらに準ずる法人であると認めるものに使用さ

れる者であった者から引き続き給与条例の適用を

受ける職員となり、これに伴い」と、「異動又は

公署の移転」とあるのを「適用」と読み替えた場

合に、当該各号に掲げる職員たる要件に該当する

こととなる職員（人事交流等により給与条例の適

用を受ける職員となった者に限る。）

(８) 略 (８) 略

（職員の育児休業等に関する規則の一部改正）

第６条 職員の育児休業等に関する規則（平成４年鳥取県人事委員会規則第４号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（勤務した期間に相当する期間） （勤務した期間に相当する期間）

第５条の２ 条例第５条の３第１項の人事委員会規則 第５条の２ 条例第５条の３第１項の人事委員会規則

で定める期間は、次に掲げる期間とする。 で定める期間は、次に掲げる期間とする。

(１) 休暇の期間その他勤務しないことにつき特に (１) 休暇の期間その他勤務しないことにつき特に

承認のあった期間のうち、次に掲げる期間以外の 承認のあった期間のうち、次に掲げる期間以外の

期間 期間

ア 略 ア 略

イ 期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則 イ 期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則

（昭和41年鳥取県人事委員会規則第４号）第１ （昭和41年鳥取県人事委員会規則第４号）第１

条の３第１号、第３号、第４号又は第８号に掲 条の２第１号、第３号、第４号又は第８号に掲

げる職員として在職した期間（職員の休職の事 げる職員として在職した期間（職員の休職の事

由を定める条例（昭和56年鳥取県条例第７号） 由を定める条例（昭和56年鳥取県条例第７号）

第２条第１号の規定に該当して休職した期間を 第２条第１号の規定に該当して休職した期間を

除く。） 除く。）

(２) 略 (２) 略

（職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部改正）

第７条 職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成６年鳥取県人事委員会規則第15号）の一部を次のように改

正する。

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下この条において「移動号」という。）に対応する

同表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下この条において「移動後号」という。）が存在する場

合には、当該移動号を当該移動後号とし、移動号に対応する移動後号が存在しない場合には、当該移動号（以

下この条において「削除号」という。）を削り、移動後号に対応する移動号が存在しない場合には、当該移動

後号（以下この条において「追加号」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び削除号を除く。以下この条において「改正部分」



という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び追加号を除く。以下この条にお

いて「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対

応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

第12条 略 第12条 略

２ 条例第14条第１項第３号の国家公務員、他の地方 ２ 条例第14条第１項第３号の国家公務員、他の地方

公共団体の公務員その他人事委員会規則で定める者 公共団体の公務員その他人事委員会規則で定める者

は、次に掲げる者とする。 は、次に掲げる者とする。

(１) 地方独立行政法人法（平成15年法律第118

号）第２条第２項に規定する特定地方独立行政法

人の役員又は職員

(２) 国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182

号）第７条の２に規定する公庫等職員

(３) 国家公務員退職手当法第７条の３に規定する

独立行政法人等に使用される者（前号に掲げる者

及び日本郵政公社に使用される者を除く。）

(１) 略 (４) 略

(２) 略 (５) 略

(３) 公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等

に関する法律（平成12年法律第50号。以下「公益

法人等派遣法」という。）第10条第１項の規定に

より退職し引き続き公益法人等への職員の派遣等

に関する条例（平成14年鳥取県条例第３号。以下

「公益法人等派遣条例」という。）第10条に規定

する特定法人（以下「特定法人」という。）に在

職する者（以下「退職派遣者」という。）

(４) 公庫の予算及び決算に関する法律（昭和26年

法律第99号）第１条に規定する公庫（以下「公

庫」という。）に使用される者

(５) 国家公務員退職手当法施行令（昭和28年政令

第215号）第９条の２各号に掲げる法人及び同令

第９条の４各号に掲げる法人（公庫、同令第９条

の２各号に掲げる法人及び郵政民営化法（平成17

年法律第97号）第166条第１項の規定により解散

した旧日本郵政公社を除く。）に使用される者

(６) 地方独立行政法人法（平成15年法律第118 (６) 地方独立行政法人法第55条に規定する一般地

号）第２条第２項に規定する特定地方独立行政法 方独立行政法人に使用される者

人の役員若しくは職員又は同法第55条に規定する

一般地方独立行政法人に使用される者

(７) 略 (７) 略

(８) 公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等

に関する法律（平成12年法律第50号。以下「公益

法人等派遣法」という。）第10条第１項の規定に



より退職し引き続き公益法人等への職員の派遣等

に関する条例（平成14年鳥取県条例第３号。以下

「公益法人等派遣条例」という。）第10条に規定

する特定法人（以下「特定法人」という。）に在

職する者（以下「退職派遣者」という。）

(８) 略 (９) 略

３ 略 ３ 略

４ 条例第14条第１項第３号の人事委員会規則で定め ４ 条例第14条第１項第３号の人事委員会規則で定め

る日数は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、そ る日数は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当

れぞれ当該各号に掲げる日数とする。 該各号に掲げる日数とする。

(１) 当該年において国家公務員、他の地方公共団 (１) 当該年において国家公務員、他の地方公共団

体の公務員又は第２項各号に掲げる者（以下「国 体の公務員又は第２項各号に掲げる者（以下「国

家公務員等」という。）となった者で、人事交流 家公務員等」という。）となった者で、引き続き

等により引き続き新たに職員となったもの 国家 新たに職員となったもの 国家公務員等となった

公務員等となった日の属する月において新たに職 日の属する月において新たに職員となったものと

員となったものとみなした場合におけるその者が みなした場合におけるその者が採用された月に応

採用された月に応じた別表第１の日数欄に掲げる じた別表第１の日数欄に掲げる日数から、新たに

日数から、新たに職員となった日の前日までの間 職員となった日の前日までの間に使用した年次有

に使用した年次有給休暇に相当する休暇の日数 給休暇に相当する休暇の日数（当該日数に１日未

（当該日数に１日未満の端数があるときは、これ 満の端数があるときは、これを切り上げた日数

を切り上げた日数（職員としての勤務が継続して （職員としての勤務が継続しているとみなされる

いるとみなされるものとして人事委員会が定める ものとして人事委員会が定める者（以下「継続勤

者（以下「継続勤務者」という。）にあっては、 務者」という。）にあっては、これを含んだ日

これを含んだ日数））を減じて得た日数（再任用 数））を減じて得た日数（再任用職員（地方公務

職員（地方公務員法第28条の４第１項、第28条の 員法第28条の４第１項、第28条の５第１項又は第

５第１項又は第28条の６第１項若しくは第２項の 28条の６第１項若しくは第２項の規定により採用

規定により採用された職員をいう。以下同じ。） された職員をいう。以下同じ。）にあっては、そ

にあっては、その者の勤務時間等を考慮して人事 の者の勤務時間等を考慮して人事委員会が別に定

委員会が別に定める日数）（当該日数が基本日数 める日数）（当該日数が基本日数に満たない場合

に満たない場合（継続勤務者に係る当該日数が基 （継続勤務者に係る当該日数が基本日数に満たな

本日数に満たない場合を除く。）にあっては、基 い場合を除く。）にあっては、基本日数）

本日数）

(２) 当該年の前年において国家公務員等であった (２) 当該年の前年において国家公務員等であった

者で、人事交流等により引き続き当該年に新たに 者であって引き続き当該年に新たに職員となった

職員となったもの 20日に当該年の前年における もの 20日に当該年の前年における年次有給休暇

年次有給休暇に相当する休暇又は年次有給休暇の に相当する休暇又は年次有給休暇の残日数（当該

残日数（当該日数が、20日を超える場合にあって 日数が、20日を超える場合にあっては20日、20日

は20日、20日を超えない場合で１日未満の端数が を超えない場合で１日未満の端数があるときにあ

あるときにあってはこれを切り捨てた日数（継続 ってはこれを切り捨てた日数（継続勤務者にあっ

勤務者にあっては、これを含んだ日数））を加え ては、これを含んだ日数））を加えて得た日数か

て得た日数から、職員となった日の前日までの間 ら、職員となった日の前日までの間に使用した年

に使用した年次有給休暇に相当する休暇又は年次 次有給休暇に相当する休暇又は年次有給休暇の日

有給休暇の日数（当該日数に１日未満の端数があ 数（当該日数に１日未満の端数があるときは、こ

るときは、これを切り上げた日数（継続勤務者に れを切り上げた日数（継続勤務者にあっては、こ

あっては、これを含んだ日数））を減じて得た日 れを含んだ日数））を減じて得た日数（再任用職



数（再任用職員にあっては、その者の勤務時間等 員にあっては、その者の勤務時間等を考慮して人

を考慮して人事委員会が別に定める日数）（当該 事委員会が別に定める日数）（当該日数が基本日

日数が基本日数に満たない場合（継続勤務者に係 数に満たない場合（継続勤務者に係る当該日数が

る当該日数が基本日数に満たない場合を除く。） 基本日数に満たない場合を除く。）にあっては、

にあっては、基本日数） 基本日数）

(３) 新たに職員となった年に公益法人等派遣条例 (３) 新たに職員となった年に公益法人等派遣職員

第２条第１項の規定により派遣され、当該職員と となり、当該職員となった年に職務に復帰した者

なった年に職務に復帰した者 他の職員との均衡 他の職員との均衡を考慮して人事委員会が別に

を考慮して人事委員会が別に定める日数 定める日数

(４) 略 (４) 略

５ 略 ５ 略

（県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部改正）

第８条 県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成６年鳥取県人事委員会規則第17号）の一部を次

のように改正する。

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下この条において「移動号」という。）に対応する

同表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下この条において「移動後号」という。）が存在する場

合には、当該移動号を当該移動後号とし、移動号に対応する移動後号が存在しない場合には、当該移動号（以

下この条において「削除号」という。）を削り、移動後号に対応する移動号が存在しない場合には、当該移動

後号（以下この条において「追加号」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び削除号を除く。以下この条において「改正部分」

という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び追加号を除く。以下この条にお

いて「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対

応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

第11条 略 第11条 略

２ 条例第12条第１項第３号の国家公務員、他の地方 ２ 条例第12条第１項第３号の国家公務員、他の地方

公共団体の公務員その他人事委員会規則で定める者 公共団体の公務員その他人事委員会規則で定める者

は、次に掲げる者とする。 は、次に掲げる者とする。

(１) 地方独立行政法人法（平成15年法律第118

号）第２条第２項に規定する特定地方独立行政法

人の役員又は職員

(２) 国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182

号）第７条の２に規定する公庫等職員

(３) 国家公務員退職手当法第７条の３に規定する

独立行政法人等に使用される者（前号に掲げる者

及び日本郵政公社に使用される者を除く。）

(１) 略 (４) 略

(２) 略 (５) 略

(３) 公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等

に関する法律（平成12年法律第50号。以下「公益

法人等派遣法」という。）第10条第１項の規定に



より退職し引き続き公益法人等への職員の派遣等

に関する条例（平成14年鳥取県条例第３号。以下

「公益法人等派遣条例」という。）第10条に規定

する特定法人（以下「特定法人」という。）に在

職する者（以下「退職派遣者」という。）

(４) 公庫の予算及び決算に関する法律（昭和26年

法律第99号）第１条に規定する公庫（以下「公

庫」という。）に使用される者

(５) 国家公務員退職手当法施行令（昭和28年政令

第215号）第９条の２各号に掲げる法人及び同令

第９条の４各号に掲げる法人（公庫、同令第９条

の２各号に掲げる法人及び郵政民営化法（平成17

年法律第97号）第166条第１項の規定により解散

した旧日本郵政公社を除く。）に使用される者

(６) 地方独立行政法人法（平成15年法律第118 (６) 地方独立行政法人法第55条に規定する一般地

号）第２条第２項に規定する特定地方独立行政法 方独立行政法人に使用される者

人の役員若しくは職員又は同法第55条に規定する

一般地方独立行政法人に使用される者

(７) 略 (７) 略

(８) 公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等

に関する法律（平成12年法律第50号。以下「公益

法人等派遣法」という。）第10条第１項の規定に

より退職し引き続き公益法人等への職員の派遣等

に関する条例（平成14年鳥取県条例第３号。以下

「公益法人等派遣条例」という。）第10条に規定

する特定法人（以下「特定法人」という。）に在

職する者（以下「退職派遣者」という。）

(８) 略 (９) 略

３ 略 ３ 略

４ 条例第12条第１項第３号の人事委員会規則で定め ４ 条例第12条第１項第３号の人事委員会規則で定め

る日数は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、そ る日数は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当

れぞれ当該各号に掲げる日数とする。 該各号に掲げる日数とする。

(１) 当該年において国家公務員、他の地方公共団 (１) 当該年において国家公務員、他の地方公共団

体の公務員又は第２項各号に掲げる者（以下「国 体の公務員又は第２項各号に掲げる者（以下「国

家公務員等」という。）となった者で、人事交流 家公務員等」という。）となった者で、引き続き

等により引き続き新たに職員となったもの 国家 新たに職員となったもの 国家公務員等となった

公務員等となった日の属する月において新たに職 日の属する月において新たに職員となったものと

員となったものとみなした場合におけるその者が みなした場合におけるその者が採用された月に応

採用された月に応じた別表第１の日数欄に掲げる じた別表第１の日数欄に掲げる日数から、新たに

日数から、新たに職員となった日の前日までの間 職員となった日の前日までの間に使用した年次有

に使用した年次有給休暇に相当する休暇の日数 給休暇に相当する休暇の日数（当該日数に１日未

（当該日数に１日未満の端数があるときは、これ 満の端数があるときは、これを切り上げた日数

を切り上げた日数（職員としての勤務が継続して （職員としての勤務が継続しているとみなされる

いるとみなされるものとして人事委員会が定める ものとして人事委員会が定める者（以下「継続勤

者（以下「継続勤務者」という。）にあっては、 務者」という。）にあっては、これを含んだ日



これを含んだ日数））を減じて得た日数（再任用 数））を減じて得た日数（再任用職員（地方公務

職員（地方公務員法第28条の４第１項又は第28条 員法第28条の４第１項又は第28条の５第１項の規

の５第１項の規定により採用された職員をいう。 定により採用された職員をいう。以下同じ）にあ

以下同じ。）にあっては、その者の勤務時間等を っては、その者の勤務時間等を考慮して人事委員

考慮して人事委員会が別に定める日数）（当該日 会が別に定める日数）（当該日数が基本日数に満

数が基本日数に満たない場合（継続勤務者に係る たない場合（継続勤務者に係る当該日数が基本日

当該日数が基本日数に満たない場合を除く。）に 数に満たない場合を除く。）にあっては、基本日

あっては、基本日数） 数）

(２) 当該年の前年において国家公務員等であった (２) 当該年の前年において国家公務員等であった

者で、人事交流等により引き続き当該年に新たに 者であって引き続き当該年に新たに職員となった

職員となったもの 20日に当該年の前年における もの 20日に当該年の前年における年次有給休暇

年次有給休暇に相当する休暇又は年次有給休暇の に相当する休暇又は年次有給休暇の残日数（当該

残日数（当該日数が、20日を超える場合にあって 日数が、20日を超える場合にあっては20日、20日

は20日、20日を超えない場合で１日未満の端数が を超えない場合で１日未満の端数があるときにあ

あるときにあってはこれを切り捨てた日数（継続 ってはこれを切り捨てた日数（継続勤務者にあっ

勤務者にあっては、これを含んだ日数））を加え ては、これを含んだ日数））を加えて得た日数か

て得た日数から、職員となった日の前日までの間 ら、職員となった日の前日までの間に使用した年

に使用した年次有給休暇に相当する休暇又は年次 次有給休暇に相当する休暇又は年次有給休暇の日

有給休暇の日数（当該日数に１日未満の端数があ 数（当該日数に１日未満の端数があるときは、こ

るときは、これを切り上げた日数（継続勤務者に れを切り上げた日数（継続勤務者にあっては、こ

あっては、これを含んだ日数））を減じて得た日 れを含んだ日数））を減じて得た日数（再任用職

数（再任用職員にあっては、その者の勤務時間等 員にあっては、その者の勤務時間等を考慮して人

を考慮して人事委員会が別に定める日数）（当該 事委員会が別に定める日数）（当該日数が基本日

日数が基本日数に満たない場合（継続勤務者に係 数に満たない場合（継続勤務者に係る当該日数が

る当該日数が基本日数に満たない場合を除く。） 基本日数に満たない場合を除く。）にあっては、

にあっては、基本日数） 基本日数）

(３) 新たに職員となった年に公益法人等派遣条例 (３) 新たに職員となった年に公益法人等派遣職員

第２条第１項の規定により派遣され、当該職員と となり、当該職員となった年に職務に復帰した者

なった年に職務に復帰した者 他の職員との均衡 他の職員との均衡を考慮して人事委員会が別に

を考慮して人事委員会が別に定める日数 定める日数

(４) 略 (４) 略

５ 略 ５ 略

附 則

この規則は、平成19年10月１日から施行する。


